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第１章 総則 

 

（目的及び効力） 

第１条 この就業規則（以下「規則」という。）は、労働条件の明確化と職場秩序の維持

に資するため、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「機構」という。）の職員

の就業に関する事項を定めることを目的とする。 

２ 職員の就業に関しては、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」とい

う。）その他の法令に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 

（定義） 



第２条 この規則において「職員」とは、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２６条の規定により理事長が任命した者であって、期間を限って雇用される者（無

期の労働契約に転換した者も含む。次項において同じ。）以外のものをいう。 

２ 前項の期間を限って雇用される者の就業に関しては、別に定める就業規則を適用する

ものとする。 

 

 第２章 人事 

第１節 採用・試用期間 

 

（採用の方法） 

第３条 職員の採用は公募により行うものとし、公募に応じた採用希望者の中から、試験

又は選考に合格し、所定の手続きを経たものを職員として採用する。ただし、国から引

き続き機構の職員となる者その他理事長が特に認めた場合はこの限りではない。 

 

（採用希望者の提出書類） 

第４条 採用希望者は、次の各号に掲げる書類を機構に提出しなければならない。 

(1) 履歴書 

(2) 最終学校の卒業証明書又は卒業見込証明書及び成績証明書 

(3) 各種免許証その他の資格証明書（理事長の請求があった場合に限る。）  

(4) その他理事長が指定する書類 

 

（採用時の提出書類） 

第５条 職員として採用された者は、次の各号に掲げる書類を、速やかに理事長に届け出

なければならない。これらの提出書類の記載事項に変更があった場合も同様とする。 

(1) 住民票記載事項証明書 

(2) 誓約書 

(3) 給与所得扶養控除等申告書 

(4) 健康保険被扶養届 

(5) 厚生年金被保険者証及び雇用保険被保険者証（既被保険者に限る。） 

(6) 各種免許証その他の資格証明書（理事長の請求があった場合に限る。）  

(7) その他理事長が指定する書類 

２ 前項第２号の誓約書には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。 

(1) 独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成１４年１２月２０日法律第１９２

号）第３条に規定する機構の目的を達成するために勤務すべき責務を深く自覚し、法

令及び各種規程並びに上司の職務上の命令に従い、不偏不党かつ公平に職務の遂行に

当たること。 

(2) 第 26 条、第 26 条の２及び第 26 条の４に定める退職後の就職に関する規制等を遵

守すること。 

(3) 退職後においても、職務上知ることができた秘密について、これを漏らし、盗用又

は不正に利用しないこと。 

(4) 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品に関連する企業の株式 



等の取引については、自粛すること。  

既に、関連する企業の株式等を保有している場合で、やむを得ない理由によりこれ 

を処分するときには、事前に理事長に届け出ること。 

 (5) 前各号に掲げる事項に違反した場合には、退職後においても、退職金の返納、損

害賠償又は差止の請求等の措置に異議を申し立てないこと。 

３ 理事長は、必要があると認めるときは、第１項各号に掲げる書類に記載された事項に

ついて、その事実を証明する書類の提出又は提示を求めることができる。 

 

（試用期間） 

第６条 新たに採用された職員は、採用の日から６ヵ月間を試用期間とする。 

２ 試用期間中に職員として不適格であると理事長が認めた者については、本採用は行わ

ない。 

 

  第２節 異動及び業務の従事制限 

 

（異動） 

第７条 理事長は、業務上の必要性に応じ、職員に対し配置換、併任又は出向を命ずるこ

とができる。 

２ 職員は、正当な理由がない限り、前項の命令を拒むことはできない。 

 

（業務の従事制限） 

第８条 理事長は、採用前に営利を目的とする私企業（以下「営利企業」という。）に在

職していた職員について、採用後２年間の期間を通じ、営利企業の地位で、その採用前

５年間に在職していた業務と密接な関係にある機構における職務に当該職員を就けな

いものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、理事長は、機構における業務の公正を確保するため必要と

認める場合には、職員が従事する業務を制限するものとする。 

 

第３節 休職 

 

（休職事由） 

 

第９条 理事長は、職員が次の各号の一に該当するときは、休職を命ずることができる。 

(1) 結核性疾患による欠勤の期間が１年を超える場合 

(2) 前号に該当する場合を除き、負傷又は疾病のための療養による欠勤（以下「傷病に 

よる欠勤」という。）の期間が９０日を超える場合 

(3) 刑事事件に関し起訴された場合 

(4) 前各号に掲げるもののほか、理事長が特に必要と認めた場合 

２ 前項第１号又は第２号の規定により休職となった職員が、復職後実出勤日数が２０日

に満たないで、同一または類似の事由により再び欠勤したときは、休職が継続するもの

とし、その期間と直前の休職の期間（この項の規定により合算された期間を含む。）を



通算する。ただし、第１２条第４項の規定による欠勤については、通算しないことがで

きる。 

３ 試用期間中の職員については、第１項を適用しない。 

 

（休職の期間） 

第１０条 前条第１項第１号若しくは第２号又は第２項の規定による休職の期間は、休養

を要する程度に応じ３年を超えない範囲内において、それぞれ個々の場合について、理

事長が定める。この休職の期間が３年に満たない場合においては、休職にした日から引

き続き３年を超えない範囲内において、これを更新することができる。 

２ 前条第１項第３号の規定による休職の期間は、その事件が裁判所に係属する間とする。 

３ 前条第１項第４号の規定による休職の期間は、理事長が必要と認める期間とする。 

 

（休職の効果） 

第１１条 休職を命じられた職員は、職員としての身分を保有するが、職務には従事しな

いものとする。 

２ 休職を命じられた職員の給与については、給与規程の定めるところによる。 

 

（復職） 

第１２条 休職を命ぜられた職員について、その休職期間中に、第９条第１項第１号若し

くは第２号又は第２項に掲げる休職の理由が消滅した場合は、当該職員に復職を命ずる

ものとする。 

２ 第９条第１項第３号又は第４号に掲げる理由により休職を命ぜられた職員の休職期間

が満了したときは、復職を命ずることがある。 

３ 第１項により復職する場合は、医師の診断書等に基づき理事長が決定する。この場合

において、理事長が必要と認めるときは、理事長が指定する医師の診断を受けなければ

ならない。 

４ 第１項により復職する職員について、理事長が必要と認める場合は、産業医等の意見

に基づき、復職後一定期間勤務を軽減する等の措置をとることができる。 

 

  第４節 退職及び解雇 

 

（退職） 

第１３条 職員が次の各号の一に該当する場合は、その日を退職日とし、職員としての身

分を失う。 

(1) 職員が退職を希望し、申出を行い、理事長の承諾があった場合 

(2) 任期を限って採用された職員について、その任期が満了した場合（任用が更新され

たときを除く。） 

(3)職員が定年に達した場合であって、定年に達した日以後における最初の３月３１日

が到来した場合 

(4) 休職期間が満了した場合(第１２条第２項の規定により復職した場合を除く。) 

(5) 死亡した場合 



２ 職員が退職を希望する場合は、原則として１ヵ月以上前、少なくとも１４日前までに

理事長に退職願を提出しなければならない。 

３ 職員が死亡した場合は、所属の部長は、その年月日及び原因を、速やかに、理事長に

届け出るものとする。 

４ 第１項第３号の定年は、満年齢６０歳とする。ただし、審査センター長の業務に従事

する職員の定年は、満年齢６５歳とする。 

 

（退職者の継続雇用） 

第１３条の２ 前条第１項第３号の規定により退職する職員が、退職した後引き続き雇用

を希望し、その者が第１４条各号に規定する解雇事由のいずれにも該当しない場合には、

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第９条第１項の規

定に基づき、満年齢６５歳に達した日以後における最初の３月３１日までの間、再雇用

（以下「継続雇用」という。）する。 

２ 前項の規定により継続雇用する者の就業に関しては、別に定める就業規則を適用する。 

 

（解雇） 

第１４条 職員が、次の各号の一に該当する場合は、解雇することができる。 

(1) 勤務成績又は業務能率が著しく不良で、向上の見込がなく、就業に適さないと認め

られた場合 

(2) 勤務状況が著しく不良で、改善の見込がなく、職員としての職責を果たし得ないと

認められた場合 

(3) 業務上の負傷又は疾病による療養の開始後３年を経過しても当該負傷又は疾病が

なおらない場合であって、労基法第８１条の規定により打切補償を支払ったとき、又

は職員が労働者災害補償保険法（昭和２２年法律５０号。以下「労災法」という。）

第１９条の規定により傷病補償年金を受けているとき若しくはこれを受けることと

なった場合 

(4) 精神又は身体の障害については、適正な雇用管理を行い、雇用の継続に配慮しても

なおその障害により業務に耐えられないと認められた場合 

(5) 試用期間中に職員として不適格であると認められた場合 

(6) 事業の運営上のやむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない

事情により、事業の継続が困難となった場合 

(7) 事業の運営上のやむを得ない事情又は天災事変その他これに準ずるやむを得ない

事情により、事業の縮小・転換又は部門の閉鎖等を行う必要が生じ、他の職務に転換

させることが困難な場合 

(8) その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。 

２ 職員が、次の各号の一に該当する場合は、解雇するものとする。 

(1) 成年被後見人又は被保佐人となった場合 

(2) 禁錮以上の刑に処せられた場合 

(3) 懲戒解雇の処分が決定した場合 

 

（解雇予告） 



第１５条 前条において職員を解雇するときは、次の各号に掲げる場合を除き、３０日前

に予告するか、又は平均賃金の３０日分の予告手当を支給する。 

(1) 本人の責に期すべき事由により解雇する場合であって、所轄労働基準監督署長の認

定を受けたとき。 

(2) 試用期間中の職員であって、採用後１４日以内に解雇するとき。 

２ 前項の予告日数は、１日につき平均賃金を払った場合においては、その日数を短縮す

る。 

 

（解雇制限） 

第１６条 第１４条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は解雇しな

い。ただし、第１号の場合において、療養開始後３年間経過後も負傷又は疾病が治癒せ

ず、労基法第８１条の規定によって打切補償を支払う場合、又は職員が労災法第１９条

によって傷病補償年金を受けている場合若しくは受けることとなった場合は、この限り

でない。 

(1) 業務上の負傷又は疾病の療養のため休業する期間及びその期間経過後３０日間 

(2) 産前産後の女性が第４２条第８号及び第９号により休業する期間及びその後３０

日間 

 

（業務の引継） 

第１７条 職員は、退職し、又は解雇されるときは、理事長の指定する者に速やかに業務

を引き継がなければならない。 

 

（貸与品の返還） 

第１８条 職員は、退職し、又は解雇されるときは、身分証明書、健康保険被保険者証そ

の他機構から貸与された物品を速やかに機構に返納し、機構に債務があるときは速やか

に完済しなければならない。 

 

 第３章 服務規律 

  第１節 服務心得、遵守事項 

 

（服務の原則） 

第１９条 職員は、機構の公共的使命を自覚し、公平誠実を旨とし、能率的にその職務

を遂行しなければならない。 

２ 職員は、その職務を遂行するに当たっては、法令及び諸規程を遵守するとともに、相

互に人格を尊重し、上司の命に従い、相携えてその職責を全うしなければならない。 

３ 監督的地位にある職員は、所属する職員を常に指導統率するとともに、その所属する

職員の能率が十分に発揮され、かつ、増進させるよう常に意を用いなければならない。 

 

（禁止行為） 

第２０条 職員は、第２２条及び第２５条に掲げる行為の他、次の各号に掲げる行為を

してはならない。 



(1) 勤務時間中は、理事長の許可なく職場を離れ、又は他の者の業務を妨げるなど、機

構の秩序及び規律を乱すこと。 

(2) 許可なく、機構内で業務外の集会、文書の配布・掲示等を行わないこと。 

(3) 機構の施設、事務機器等を無断で使用し、許可なく私用に供すること。 

(4) 機構の名誉を毀損し、信用を失墜し、又は利益を害すること。 

(5) その他前各号に準ずる行為を行うこと。 

 

（証人等になる場合の措置） 

第２１条 職員が法令による証人、鑑定人等となって職務上の秘密に属する事項を発表

しようとする場合は、理事長の許可を受けなければならない。 

 

（秘密を守る義務） 

第２２条 職員は、在職中及び退職後において、職務上知ることができた秘密について、

これを漏らし、盗用又は不正に利用してはならない。 

 

（職員の弁償責任） 

第２３条 職員が、在職中及び退職後において、故意又は過失により機構に損害を与え

た場合は、その損害の全部又は一部を弁償させることがある。 

２ 前項の弁償額は、理事長が定める。 

 

（職員の経費負担） 

第２３条の２ 理事長から自宅での勤務を命じられた職員（以下「在宅勤務職員」という。）

は、私生活との切り分けが困難な経費については自己負担とする。 

 

（職員の倫理） 

第２４条 職員は、職務執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の防止

を図り、機構の業務に対する国民の信頼を確保することを目的として別に定める独立行

政法人医薬品医療機器総合機構倫理規程に従わなければならない。 

 

（兼業の制限） 

第２５条 職員は、営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役職員、顧問

若しくは評議員の職を兼ね、又は自ら営利企業を営んではならない。ただし、理事長の

承認を得た場合には、この限りではない。 

２ 職員が報酬を得て、営利企業以外の事業の団体の役職員、顧問若しくは評議員の職を

兼ね、その他いかなる事業に従事し、若しくは事務を行うにも、理事長の承認を要する。 

３ 職員が報酬を得ることなく、前項に規定する団体の役職員、顧問若しくは評議員の職

を兼ね、その他いかなる事業に従事し、若しくは事務を行うには、あらかじめ理事長に

届け出を要する。 

 

（退職後の就職に関する規制） 

第２６条 職員は、退職後に営利企業等（営利企業及び医薬品、医療機器等の品質、有



効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第１２条、第１３

条、第２３条の２、第２３条の２０若しくは第２３条の２２に規定する許可若しくは第

２３条の２の３に規定する登録若しくは再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平

成２５年法律第８５号）第３５条に規定する許可を受けた者であって営利企業以外のも

のをいう。以下同じ。）の地位に就くことを約束した場合は、速やかに、次の各号に掲

げる事項を理事長に届け出なければならない。 

(1)氏名及び生年月日 

(2)役職名 

(3)再就職の約束をした日、退職予定日及び再就職予定日 

(4)再就職先の名称及び業務内容 

(5)再就職先における地位 

２ 理事長は、機構における業務の公正を確保するために必要と認める場合は、前項の届

出を行った職員に対し配置換を命じ、又は従事する業務を制限するものとする。 

３ 職員は、利害関係企業等（営利企業等のうち、職員の職務に利害関係を有するものと

して独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員の兼業及び退職後の就職に関する規制等

に関する実施細則（以下「細則」という。）で定めるものをいう。以下同じ。）に対し、

他の職員若しくは職員であった者を、当該利害関係企業等若しくはその子法人（当該利

害関係企業等に財務及び営業又は事業の方針を決定する機関（株主総会その他これに準

ずる機関をいう。）を支配されている法人として細則で定めるものをいう。以下同じ。）

の地位に就かせることを目的として、当該職員若しくは職員であった者に関する情報を

提供し、若しくは当該地位に関する情報の提供を依頼し、又は当該職員若しくは職員で

あった者を当該地位に就かせることを要求し、若しくは依頼してはならない。 

４ 独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員給与規程の実施細則（以下「給与の実施細

則」という。）第３条第２項に規定するMGRⅣ又はSPTⅡ以上の職務等級に該当する職員

は、利害関係企業等に対し、退職後に当該利害関係企業等若しくはその子法人の地位に

就くことを目的として、自己に関する情報を提供し、若しくは当該地位に関する情報の

提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若しくは約束してはならない。 

 

（幹部職員に関する規制） 

第２６条の２ 給与の実施細則第３条第２項に規定するMGRⅢ以上又はSPTⅠの職務等級

に該当する職員（以下「幹部職員」という。）であった者は、退職後２年間、利害関係企

業等の地位に就こうとする場合（前条第１項の規定により既に届け出た場合を除く。）に

は、あらかじめ、理事長に次の各号に掲げる事項を届け出なければならない。 

(1)氏名及び生年月日 

(2)退職時の役職名 

(3)退職日及び再就職予定日 

(4)再就職先の名称及び業務内容 

(5)再就職先における地位 

 

（運営評議会への報告） 

第２６条の３ 理事長は、職員から第２６条第１項の規定による届出を受けた事項又は幹



部職員であった者から前条の規定による届出を受けた事項について、その後に開催され

る運営評議会において報告するものとする。 

 

（再就職者による依頼等の規制） 

第２６条の４ 職員であった者であって退職後に営利企業等の地位に就いている者（以下

「再就職者」という。）は、退職前５年間に在職していた部等（独立行政法人医薬品医療

機器総合機構組織規程（平成１６年規程第１号）第２条に規定する組織をいう。）を担当

する役員、当該部等に属する職員又はこれに類する者として細則で定めるものに対し、

当該営利企業等若しくはその子法人に対して行われる行政手続法第２条第２号に規定す

る処分に関する事務又は当該営利企業等若しくはその子法人との間で締結される売買、

貸借、請負その他の契約に関する事務（以下「特定事務」という。）であって退職前５年

間の職務に属するものに関し、退職後２年間、職務上の行為をするように又はしないよ

うに要求し、又は依頼してはならない。 

２ 前項の規定によるもののほか、再就職者のうち、退職した日の５年前の日より前に幹

部職員であった者は、当該職に就いていた時に在職していた部等を担当する役員、当該

部等に属する職員又はこれに類する者として細則で定めるものに対し、特定事務であっ

て退職した日の５年前の日より前の職務（当該職に就いていたときの職務に限る。）に属

するものに関し、退職後２年間、職務上の行為をするように、又はしないように要求し、

又は依頼してはならない。 

３ 職員は、再就職者から前２項の規定により禁止される要求又は依頼を受けたときは、

細則で定めるところにより、理事長にその旨を届け出なければならない。 

４ 職員は、役員であった者であって退職後に営利企業等の地位に就いているものから、

退職後２年の間に、機構の所掌に属する特定事務に関し、職務上の行為をするように又

はしないように要求又は依頼を受けたときは、細則で定めるところにより、理事長にそ

の旨を届け出なければならない。 

 

（株式等取引の自粛） 

第２７条 職員は、医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品に関連

する企業の株式等の取引については、自粛するものとする。 

２ 既に、関連する企業の株式等を保有している職員が、やむを得ない理由によりこれを

処分する場合は、事前に理事長に届け出るものとする。 

 

（機構におけるハラスメントの防止） 

第２８条 セクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメント等のハラスメント行

為の防止等に関する措置は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構におけるハラスメン

トの防止等に関する規程の定めるところによる。 

 

 

  第２節 出勤、退勤、遅刻、早退、欠勤 

 

（出勤及び退勤） 



第２９条 職員は、始業時間までに出勤し、機構の人事給与業務に係る情報処理を行う

システム（以下「人事給与システム」という。）により出勤を記録しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、在宅勤務職員は、始業時間までに人事給与システムにより、

業務の開始を出勤として記録しなければならない。 

３ 退勤時においても、職員は出勤時と同様の記録を行わなければならない。 

４ 前項の規定に関わらず、在宅勤務職員は、人事給与システムにより、業務の終了を退

勤として記録しなければならない。 

 

（遅刻及び早退等） 

第３０条 職員は、病気その他やむを得ない理由により遅刻する場合、勤務時間中に一

時職務を離れる場合又は早退する場合には、あらかじめ人事給与システムにより理事長

に届け出を行い、その承認を受けなければならない。ただし、あらかじめ承認を受ける

ことが出来ない場合は、その旨を事後速やかに届け出て承認を受けるものとする。 

２ 災害、交通事故その他不可抗力により遅刻した場合には、その事情を証する書面を提

出することにより、遅刻として取り扱わないことがある。 

 

（欠勤） 

第３１条 職員は、負傷又は疾病のための療養その他やむを得ない理由により欠勤しよう

とする場合には、あらかじめ人事給与システムにより理事長に届け出を行い、その承認

を受けなければならない。ただし、あらかじめ承認を受けることが出来ない場合は、そ

の旨を事後速やかに届け出て承認を受けるものとする。 

２ 職員は、傷病による欠勤が８日以上にわたる場合において、前項に規定する届け出を

行おうとするときは、症状及び欠勤見込日数を記載した医師の診断書を添付しなければ

ならない。 

３ 傷病による欠勤が引き続き３０日を超えた場合は、前項の規定にかかわらず、改めて

診断書の提出を命ずるものとする。 

４ 職員は、傷病のため転地療養を必要とする場合は、医師の証明書を添付して、その転

地先及び期間等の必要事項を、理事長に届け出なければならない。 

５ 傷病のため引き続き３０日を超えて欠勤した職員が、出勤しようとする場合は、医師

の診断により、就業しても差し支えないと理事長が認めたとき出勤することができる。

この場合において、理事長が必要と認めるときは、理事長が指定する医師の診断を受け

させることができる。 

６ 傷病による欠勤の期間は、療養のため勤務しないことがやむを得ないと認められる必

要最小限度の期間とする。ただし、次に掲げる場合以外の場合における傷病による欠勤

（以下この条において「特定傷病欠勤」という。）の期間は、次に掲げる場合における

傷病による欠勤の日及び当該傷病による欠勤に係る負傷又は疾病に係る療養期間中の

休日、振替休日、年次有給休暇又は特別有給休暇を使用した日等の傷病による欠勤の日

以外の勤務しない日（以下この条において「除外日」という。）を除いて連続して９０

日（結核性疾患の場合にあっては、１年）を超えることができない。 

(1) 業務上負傷し、若しくは疾病にかかった場合、又は通勤により負傷し、若しくは疾

病にかかった場合 



 (2) 産業医等により、就業上の配慮を要するものとされ、勤務時間の制限等の措置を受

けた場合 

７ 前項ただし書きの規定の適用については、連続する８日以上の期間（当該期間におけ

る休日及び振替休日以外の日（以下「休日等以外の日」という。）の日数が３日以下で

ある場合にあっては、休日等以外の日が４日以上である期間）の特定傷病欠勤をした職

員（この項の規定により特定傷病欠勤の期間が連続しているものとみなされた職員を含

む。）が、除外日を除いて連続する特定傷病欠勤の期間の末日の翌日から、１回の勤務

に割り振られた勤務時間（１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部に次の各号に掲げ

る時間（以下この項において「育児時間等」という。）がある場合にあっては、１回の

勤務に割り振られた勤務時間のうち、育児時間等以外の勤務時間）のすべてを勤務した

日の日数が２０日に達する日までの間に、再度の特定傷病欠勤をしたときは、当該再度

の特定傷病欠勤の期間と直前の特定傷病欠勤の期間は連続しているものとみなす。 

(1) 独立行政法人医薬品医療機器総合機構育児休業等に関する規程第８条第１項に規

定する育児時間の承認を受けて勤務しない時間 

 (2) 生理日の就業が著しく困難な場合における休暇により勤務しない時間 

 (3) 第４８条、第４９条第２項又は第５０条の規定により勤務しない時間 

 (4) 第４２条第１項第１０号に掲げる場合における特別有給休暇により勤務しない時

間 

 (5) 介護休暇により勤務しない時間 

８ 療養期間中の休日、振替休日、年次有給休暇又は特別有給休暇を使用した日等の傷病

による欠勤の日以外の勤務しない日は、第２項から前項までの規定の適用については、

欠勤をした日とみなす。 

 

（年次有給休暇への振替） 

第３２条 第３０条の規定により遅刻又は早退の届け出があった場合及び第３１条の規

定により欠勤の届け出があった場合に限り、第４０条に規定する年次有給休暇の日数の

範囲内で、当該職員の希望により、年次有給休暇に振り替えることができる。 

 

 第４章 勤務、休日 

  第１節 勤務時間及び休憩時間 

 

（所定労働時間、始業及び終業の時刻） 

第３３条 所定労働時間は、毎月１日を起算とする１か月単位の変形労働時間制とし、

１か月を平均して１週間３８時間４５分以内とする。 

２ 職員の勤務の始業及び終業の時刻は、次のとおりとする。 

(1) 第１種職員（第２種職員以外の職員） 

始業時刻 午前９時 

終業時刻 午後５時４５分（第３４条第２項の適用を受ける職員（以下「休憩時間

短縮職員」という。）にあっては、午後５時３０分） 

(2) 第２種職員（係長、主査及びこれらと同等以上の職を占める職員（ただし、第１種

職員として理事長が指定した職員を除く。））  



始業時刻 午前９時３０分 

終業時刻 午後６時１５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後６時） 

３ 前項の規定にかかわらず、７月及び８月における第２種職員の勤務の始業及び終業の

時刻は、本人からの事前の届け出を受けて理事長が認める場合は、始業時刻を午前９時、

終業時刻を午後５時４５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後５時３０分）とするこ

とができる。 

４ 理事長は、業務上必要があると認めるときは、第２項及び前項の勤務時間を変更する

ことができる。 

 

（育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務） 

第３３条の２ 理事長は、中学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者

で当該子の親である者が、常態として当該子を養育することができるものとして理事長

が定める者に該当する場合における当該職員を除く。）が当該子を養育するために請求

した場合又は要介護者（第４６条第１項に規定する要介護者をいう。以下この章におい

て同じ。）を職員が介護するために請求した場合には、業務の運営に支障がある場合を

除き、前条第２項の規定による勤務のほか、次の各号に定める早出又は遅出勤務（始業

及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を行うための勤務時間の割振りによる勤務をい

う。以下「早出遅出勤務」という。）をさせるものとする。 

(1) 第１種職員 

始業時刻 午前８時 

終業時刻 午後４時４５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後４時３０分） 

(2) 第２種職員 

始業時刻 午前８時３０分 

終業時刻 午後５時１５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後５時） 

(3) 第３種職員 

始業時刻 午前９時 

終業時刻 午後５時４５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後５時３０分） 

(4) 第４種職員 

始業時刻 午前９時３０分 

終業時刻 午後６時１５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後６時） 

(5) 第５種職員 

始業時刻 午前１０時 

終業時刻 午後６時４５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後６時３０分） 

(6) 第６種職員 

始業時刻 午前１０時３０分 

終業時刻 午後７時１５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後７時） 

(7) 第７種職員 

始業時刻 午前１１時 

終業時刻 午後７時４５分（休憩時間短縮職員にあっては、午後７時３０分） 

 

２ 理事長は、職員からの申出によりやむを得ない事情があると認めるときは、前項の勤



務時間を変更することができる。 

３ 前２項に関する取扱いについては、別に定める育児又は介護を行う職員の早出遅出勤

務並びに深夜勤務及び時間外勤務の制限に関する実施細則の規定による 

 

（フレックスタイム制） 

第３３条の３ 労働者の過半数を代表する者との書面による協定のうえ、同協定の定めに

従って実施するフレックスタイム制を適用することとした職員（以下この条において

「フレックスタイム制適用職員」という。）の始業及び終業の時刻については、第３３

条第２項に規定する始業及び終業の時刻を適用せず、当該職員の自主的決定に委ねるも

のとする。ただし、始業につき職員の自主的決定に委ねる時間帯は、午前７時から午前

１０時３０分まで、終業につき職員の自主的決定に委ねる時間帯は、午後３時３０分か

ら午後１０時までの間とする。 

２ フレックスタイム制適用職員は、午前１０時３０分から午後３時３０分までの間（休

憩時間を除く。）については、必ず出勤のうえ所定の業務に従事しなければならない。 

３ フレックスタイム適用職員に係る第３０条及び第３１条の規定は、前項に規定する時

間帯に限り、これを適用する。 

４ フレックスタイム制適用職員に係る清算期間（その期間を平均し１週間当たりの労働

時間が第３３条第１項に規定する所定労働時間を越えない範囲内において労働させる

期間をいう。）は、月の初日から末日までとする。 

５ 前項に規定する各清算期間における所定総労働時間は、１日あたり７時間４５分に、

当該清算期間における所定労働日数を乗じて得た時間とする。 

６ フレックスタイム制適用職員の標準となる1日の労働時間は、７時間４５分とする。 

 

第３４条 休憩時間は、午後０時から午後１時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる職員から申出があり、かつ、業務の遂行に支障

がないと認められるときは、当該職員の休憩時間は、午後０時から午後０時４５分まで

とする。 

(1) 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員 

(2) 要介護者を介護する職員 

３ 前項の適用を受ける職員の１日の労働時間が８時間を超える場合には、当該職員に対

し、次の各号に定める１５分の休憩を与えることとする。 

(1) 始業時刻前に時間外勤務を行うことにより１日の労働時間が８時間を超える場合

にあっては、始業時刻の１５分前から始業時刻まで 

(2) 終業時刻後に時間外勤務を行うことにより１日の労働時間が８時間を超える場合

にあっては、終業時刻から終業時刻の１５分後まで 

４ 理事長は、業務上必要があると認めるときは、第１項及び第２項の休憩時間を変更す

ることができる。 

 

（所定の場所以外での勤務） 

第３５条 職員が、機構の業務のため、所定の勤務場所以外の場所で勤務する必要がある

ときは、あらかじめ、その理由及び期間を所定の用紙に記入し、あらかじめ、理事長に



届け出なければならない。 

 

第２節 休日、時間外・休日勤務 

 

（休日） 

第３６条 休日は、次の各号に掲げる日とする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

(3) 年末年始（１２月２９日から３１日までの期間並びに１月２日及び３日） 

(4) その他特に理事長が指定する日 

 

（時間外勤務及び休日勤務） 

第３７条 理事長又はその委任を受けた者は、業務上特に必要があると認めたときは、職

員に対して第３３条又は第３３条の２に規定する勤務時間外に、又は前条に規定する休

日に勤務させることがある。 

２ 前項の規定に基づき、職員が第３３条又は第３３条の２に規定する勤務時間を超えて

勤務したとき又は前条に規定する休日に勤務したときは、別に定めるところにより、超

過勤務手当を支給する。 

３ 理事長は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の

親であるものが、常態として当該子を養育することができるものとして理事長が定める

者に該当する場合における当該職員を除く。）又は要介護者の介護を行う職員が請求し

たときは、業務の運営に支障がある場合を除き、深夜勤務（午後１０時から翌日の午前

５時までの間における勤務をいう。）又は１月について２４時間若しくは１年について

１５０時間を超えて、第３３条又は第３３条の２に規定する勤務時間を超えて勤務をさ

せないものとする。 

４ 前項に関する取扱いについては、別に定める育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務

並びに深夜勤務及び時間外勤務の制限に関する実施細則の規定による。 

５ 理事長は、妊娠中の女性職員及び産後１年を経過しない女性職員（以下「妊産婦であ

る女性職員」という。）が請求した場合には、第３３条又は第３３条の２に規定する勤

務時間を超え、又は前条に規定する休日に勤務をさせないものとする。 

 

（超勤代替休暇） 

第３７条の２ 理事長は、前条第１項の規定により命ぜられてした勤務が１箇月について

６０時間を超えた職員に対して、当該６０時間を超えた月（以下「６０時間超過月」と

いう。）の超過勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき休暇（労基法第３

７条第３項に規定する休暇をいう。以下「超勤代替休暇」という。）を指定することが

できる。 

２ 超勤代替休暇を指定することのできる期間は、６０時間超過月の末日の翌日から同日

を起算日とする２月後の日までの期間とする。 

３ 第１項に規定する指定は、次の各号により得た時間数を合計した時間数の範囲内で、

勤務時間の始め又は終わりにおいて、４時間又は７時間４５分（第４０条に規定する年



次有給休暇の時間に連続して超勤代替休暇を指定する場合にあっては、当該年次有給休

暇の時間数と当該超勤代替休暇の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分

となる時間。）を単位として行うものとする。 

(1) ６０時間超過月の６０時間を超えて勤務した全時間（以下「６０時間超過時間」と

いう。）のうち、第３６条に規定する休日以外の日における勤務に係る時間数に１０

０分の２５を乗じて得た時間数 

(2) ６０時間超過時間のうち、第３６条に規定する休日における勤務に係る時間数に１

００分の１５を乗じて得た時間数 

４ 超勤代替休暇に勤務しなかった職員に対しては、その超勤代替休暇に代えられた超過

勤務手当の支給は要しない。 

５ 理事長は、職員があらかじめ超勤代替休暇の指定を希望しない旨申し出た場合には、

超勤代替休暇を指定しないものとする。 

 

（休日の振替） 

第３８条 理事長は、第３７条第１項の規定により、第３６条の休日に勤務することを命

ずる場合には、あらかじめ勤務日を休日に変更して、その勤務することを命ずる日に振

り替えることができる。 

２ 前項の規定による振替は、勤務することを命じた休日の属する月の勤務日を休日に指

定するとともに、勤務することを命じた休日又は休日に振り替えられる勤務日の何れか

早い日の属する週の前週までに明示しなければならない。 

 

（勤務時間の変更） 

第３９条 災害その他やむを得ない理由がある場合には、勤務時間を変更することができ

る。                     

 

 第５章 休暇 

  第１節 年次有給休暇 

 

（年次有給休暇） 

第４０条 職員は、毎年１月１日から１２月３１日までの間において、２０日の年次有給

休暇を受けることができる。                     

２ 年の途中において採用された職員のその年における年次有給休暇の日数については、

当該職員の採用月に応じてそれぞれ次表に定めるとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

３ 前項の規定にかかわらず、国、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条

第２項に規定する特定独立行政法人、地方公共団体（退職手当に関する条例において、

採用(復職)月 １

月 

２

月 

３

月 

４

月

５

月

６

月

７

月

８

月

９

月

10

月

11

月

12

月 

休暇日数 20

日 

18

日 

17

日 

15

日

13

日

12

日

10

日

８

日

７

日

５

日

３

日

２

日 



職員が理事長の要請に応じ、引き続いて当該地方公共団体に使用される者となった場合

に、職員としての勤続期間を当該地方公共団体に使用される者としての勤続期間に通算

することと定めている地方公共団体に限る。）、国家公務員退職手当法（昭和 28 年法律

第 182 号。以下「法」という。）第７条の２第１項に規定する公庫その他理事長が認め

る機関（以下「国等の機関」という。）から引き続き機構の職員となった者の機構に採

用された日以降のその年に係る年次有給休暇の日数は、その者に付与されていた年次休

暇の残日数が前項の表に定める日数を超える場合は、その付与されていた年次有給休暇

の残日数とする。 

４ 前２項の規定にかかわらず、国等の機関における年次有給休暇の規定の上限が４０日

を超える場合には、採用された年に国等の機関において使用した年次有給休暇の日数を

４０日から減じた日数が第２項の表に定める日数を超える場合に、その日数を年次有給

休暇の日数とする。 

５ 前３項の規定にかかわらず、1 月 1 日から国等の機関の年次有給休暇付与日までの間

に採用された場合には、４０日を限度として国等の機関での残日数に第２項の表に定め

る日数を加算した日数を年次有給休暇の日数とする。 

６ 前５項の年次有給休暇については、その年に受けなかった日数は、２０日の範囲内の

日数に限って翌年に繰り越すことができる。              

７ 年次有給休暇は、１日又は時間を単位として請求することができる。 

 

（年次有給休暇の届出） 

第４１条 職員が年次有給休暇を受けようとする場合は、あらかじめ人事給与システムに

より理事長に届け出なければならない。ただし、やむを得ない理由によりあらかじめ届

け出ることができなかった場合は、その旨を事後速やかに届け出るものとする。 

２ 前項の場合において、機構の業務の正常な運営を妨げるときは、年次有給休暇を受け

る時期及び期間を変更することがある。 

 

第２節 特別有給休暇、育児休業、介護休暇、配偶者同行休業 

 

（特別有給休暇） 

第４２条 職員は、次に掲げる事由により勤務日又は勤務時間中に勤務しない場合には、

それぞれ当該各号に規定するところによりその勤務しない日又は時間は、特別有給休暇

として、休暇を受けることができる。 

(1) 職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その勤務しないことがや

むを得ないと認められるとき 必要と認められる期間 

(2) 職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会

その他官公署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められると

き 必要と認められる期間 

(3) 職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に対し

て登録の申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に

骨髄を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しな

いことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められる期間 



(4) 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族

に対する支援となる活動を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当である

と認められるとき １の年において５日の範囲内の期間 

イ 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地

域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動 

ロ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精神

上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を講

ずることを目的とする施設における活動 

ハ イ及びロに掲げる活動のほか身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により

常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動 

(5) 職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等

のため勤務しないことが相当であると認められるとき 結婚の日の５日前の日から

当該結婚の日後１月を経過する日までの期間内における連続する５日の範囲内の期

間 

(6) 職員の子が結婚する場合で、結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務しない

ことが相当であると認められるとき 連続する２日の範囲内の期間 

(7) 職員の兄弟姉妹が結婚する場合で、結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務

しないことが相当であると認められるとき １日の範囲内の期間  

(8) ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定である女性職

員が申し出た場合 出産の日までの申し出た期間 

(9) 女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産

後６週間を経過した女性職員が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認

めた業務に就く期間を除く。） 

(10) 生後１年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる

授乳等を行う場合 １日２回それぞれ３０分以内の期間（男性職員にあっては、その

子の当該職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけるこ

の号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労基法第６７条の規定

により同日における育児時間を請求した場合は、１日に２回それぞれ３０分から当該

承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し引いた期間を超えない期間） 

(11) 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次号に

おいて同じ。）の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 職員の

妻が出産するため病院に入院する等の日から当該出産の日後２週間を経過するまで

の間における３日の範囲内の期間 

(12) 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の６週間（多胎妊娠の場合にあ

っては、１４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を

含む。）を養育する職員が、これらの子の養育のため勤務しないことが相当であると

認められるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 

(13) 中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子又は民法（明治二十九年法律第

八十九号）第八百十七条の二第一項の規定により職員が当該職員との間における同項



に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家

事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護す

る者、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十七条第一項第三号の規定

により同法第六条の四第一項に規定する里親である職員に委託されている児童のう

ち、当該職員が養子縁組によって養親となることを希望している者その他これらに準

ずる者として理事長が定める者を含む。以下この号及び次号において同じ。）を養育

する職員が、その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病

の予防を図るために必要なものとしてその子の世話を行うことをいう。）のため勤務

しないことが相当であると認められる場合 １の年において５日（その養育する中学

校就学の始期に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期

間 

(14) 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護（学校保健

安全法施行規則（昭和３３年文部省令第１８号）第１８条に規定する感染症にかかっ

たその子の世話に限り、同規則第１９条に規定する出席停止の期間中のものを含む。）

のため勤務しないことが相当であると認められる場合 子１人につき１の年におい

て原則として連続する１０日の範囲内の期間 

(15) 第４６条第１項に規定する要介護者（以下この号において「要介護者」という。）

の介護を行うために勤務しないことが相当であると認められる場合 １の年において

５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

(16) 職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必要

と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるとき 親族に

応じ別表の日数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあっては、

往復に要する日数を加えた日数）の範囲内の期間 

(17) 職員が父母の追悼のための特別な行事（父母の死亡後１５年以内に行われるもの

に限る。）のため勤務しないことが相当であると認められる場合 １日の範囲内の期

間 

(18) 職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充

実のため勤務しないことが相当であると認められる場合 １の年の７月から９月ま

での期間内における、休日を除いて原則として連続する３日の範囲内の期間 

(19) 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する場合その他これら

に準ずる場合で、職員が勤務しないことが相当であると認められるとき ７日の範

囲内の期間 

イ 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職員がその復旧作業等を行い、

又は一時的に避難しているとき。 

ロ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が著しく不

足している場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 

(20) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著し

く困難であると認められる場合 必要と認められる期間 

(21) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、職員が退勤途上

における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められると

き  必要と認められる期間 



(22) 前各号に掲げる場合のほか、特別の理由により職員が休暇を申し出て理事長の許

可を受けた場合 理事長が認定する期間 

２ 前項第11号から第15号までの休暇（以下この項において「特定休暇」という。）の

単位は、1日又は1時間とする。ただし、特定休暇の残日数のすべてを使用しようとす

る場合において、当該残日数に1時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを

使用することができる。 

 

（特別有給休暇の届出） 

第４３条 職員は、前条に規定する特別有給休暇の承認を受けようとする場合は、あらか

じめ人事給与システムにより理事長に届け出て、その承認を受けなければならない。た

だし、やむを得ない理由のためあらかじめ承認を受けることができなかった場合は、そ

の旨を事後速やかに届け出て承認を受けるものとする。 

２ 前項の場合において、理事長が必要と認めて証明書等の提出を求めたときは、これを

提出しなければならない。 

 

（生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置） 

第４４条 女性職員で生理日の就業が著しく困難な者の請求があった場合は、その者に対

して休暇を与える。 

２ 前項の休暇のうち２日以内を有給とする。 

３ 第１項の休暇を受けようとする者は、理事長に届け出るものとする。 

 

（育児休業及び育児時間） 

第４５条 職員は、その３歳に満たない子を養育するため、職務に従事しないこと（以下

「育児休業」という。）又は小学校第１学年修了前の子を養育するため１日につき２時

間を超えない範囲内で勤務しないこと（以下「育児時間」という。）ができる。 

２ 育児休業及び育児時間に関する取扱いについては、別に定める独立行政法人医薬品医

療機器総合機構育児休業等に関する規程による。 

 

（介護休暇及び介護時間） 

第４６条 職員は、要介護者（次の各号に掲げる者で負傷、疾病又は老齢により２週間以

上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある者をいう。以下同じ。）の介護をする

ため、勤務しないことが相当であると認められるときは、介護休暇又は介護時間を受け

ることができる。 

(1) 配偶者（届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下こ

の項及び次条において同じ。）、父母又は子 

(2) 配偶者の父母 

(3) その他理事長が別に定める者 

２ 介護休暇の期間は、要介護者の各々が前項に規定する介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、三回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以

下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当であると認められる期間と

する。 



３ 職員は、介護休暇を受けようとする場合は、あらかじめ、その事由及び指定期間を所

定の用紙に記入し、理事長に届け出て、その承認を受けなければならない。 

４ 介護時間は、職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要と

する一の継続する状態ごとに、連続する三年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重

複する期間を除く。）内において、一日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とする。 

５ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内において一日につき二時間を超えない範囲

内で必要と認められる時間とする。 

６ 職員が介護休暇又は介護時間を受ける場合において、理事長が必要と認めて証明書等

の提出を求めたときは、これを提出しなければならない。 

 

７ 前各項に定めるもののほか、介護休暇及び介護時間に関する必要な事項は別に定める

独立行政法人医薬品医療機器総合機構介護休暇等に関する実施細則による。 

 

（配偶者同行休業） 

第４６条の２ 職員は、外国での勤務その他別に定める事由により外国に住所又は居所を

定めて滞在するその配偶者と、当該住所又は居所において生活を共にするために、３年

を超えない範囲内で職務に従事しないこと（以下「配偶者同行休業」という。）ができ

る。 

２ 配偶者同行休業に関する取扱いについては、別に定める独立行政法人医薬品医療機器

総合機構配偶者同行休業に関する規程による。 

 

 

  第３節 母性健康管理 

 

（妊産婦である女性職員の就業制限） 

第４７条 理事長は、出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間は女性職員を就

業させないものとする。ただし、産後６週間を経過した女性職員が就業を申し出た場合

において、医師が支障ないと認めた業務に就く場合を除く。 

 

（妊産婦である女性職員の保健指導等） 

第４８条 理事長は、妊産婦である女性職員が請求した場合には、その者が母子保健法（昭

和４０年法律第１４１号）第１０条に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健

康診査を受けるため勤務しないことを承認するものとする。 

 

（妊産婦である女性職員の業務軽減等） 

第４９条 理事長は、妊産婦である女性職員が請求した場合には、その者の業務を軽減し、

又は他の軽易な業務に就かせるものとする。 

２ 理事長は、妊娠中の女性職員が請求した場合において、その者の業務が母体又は胎児

の健康保持に影響があると認めるときは、その職員が適宜休憩し、又は補食するために

必要な時間、勤務しないことを承認することができる。 



 

（妊娠中の女性職員の通勤緩和） 

第５０条 理事長は、妊娠中の女性職員が請求した場合において、その者が通勤に利用す

る交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認めるときは、勤務

時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて１時間を超えない範囲内で勤務しないこ

とを承認するものとする。 

 

 第６章 出張 

 

（出張の命令） 

第５１条 職員は、機構の業務のため理事長又はその委任を受けた所属部長から出張を命

じられた場合は、これに従わなければならない。 

２ 出張を命じられた職員に対しては、独立行政法人医薬品医療機器総合機構旅費規程に

より旅費を支給する。 

 

（出張の復命） 

第５２条 前条第１項の規定により出張を命じられた職員が帰任したときは、速やかに、

出張を命じた者に復命しなければならない。 

 

 第７章 給与 

 

（給与） 

第５３条 職員の給与は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員給与規程の定めると

ころにより支給する。 

 

 第８章 退職手当 

 

（退職手当） 

第５４条 職員の退職手当は、独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員退職手当支給規

程の定めるところにより支給する。 

 

（退職金の返納） 

第５５条 理事長は、退職金を支給した後において、在職中における懲戒解雇事由が発覚

したとき、在職中における刑事事件に関し禁固以上の刑に処せられたとき、退職後機密

漏洩など懲戒解雇事由に相当する行為を行ったとき又は第26条、第26条の２若しくは

第 26 の４の退職後の就職に関する規制等に違反したことが発覚したときは、すでに支

払済みの退職金の全額又は一部の返還を求めることができる。 

 

 第９章 教育研修 

 

（教育研修） 



第５６条 職員の勤務能率の発揮及び増進のため、教育研修を受けさせることがある。 

 

 第１０章 安全衛生、災害補償 

 

（安全衛生） 

第５７条 理事長は、職員の安全衛生の確保及び改善を図り、快適な職場の形成のため必

要な措置を講じるものとする。 

２ 職員は、安全、衛生及び健康確保について、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号）及びその他の関係法令のほか、理事長の指示を守るとともに、機構が行う安全、衛

生に関する措置に協力しなければならない。 

 

（感染症の届出等） 

第５８条 職員は、自己、同居人又は近隣の者が法定又は届出を要する感染症（感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）にいう

感染症をいう。以下同じ。）にかかり、又はその疑いがある場合には、直ちに、理事長

に届け出なければならない。この場合において、必要があるときは、出勤の停止を命ず

ることがある。 

２ 前項の規定により出勤の停止を命ぜられて欠勤した場合は、これを出勤として取り扱

う。ただし、職員が感染症にかかって欠勤した場合は、この限りでない。 

 

（健康診断） 

第５９条 職員は、労働安全衛生法第６６条第５項の義務に従い、機構が行う健康診断を

受けなければならない。 

２ 理事長は、職員から前項の健康診断受診のため勤務しないことの請求があった場合に

は、原則として１日の範囲内で理事長が必要と認める時間、勤務しないことを承認する

ものとする。 

３ 第１項の規定による健康診断の結果に基づき、勤務時間の制限、業務の転換、療養そ

の他健康保持上必要な措置を命ずることがある。 

４ 前項の規定により、勤務時間の制限を命ぜられて勤務しなかった場合は、これを出勤

として取り扱う。 

 

（災害補償） 

第６０条 職員が業務上の事由又は通勤により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合

は、労基法及び労災法に定めるところにより災害補償を行う。 

 

 第１１章 賞罰 

 

（職員の表彰） 

第６１条 職員が次の各号に該当する場合は、表彰する。 

(1) 業務上特に功績があり、又は他の模範となる善行のあった者 

(2) 永年にわたり誠実に勤務し、その成績が良好であった者 



 

（懲戒） 

第６２条 理事長は、職員がこの規則に違反し、又は職務上の義務の履行を怠った場合は、

その違反の軽重に従い、それぞれ次の各号に定める懲戒を行うものとする。 

(1) 戒告 始末書を徴して職員の責任を確認し、その将来を戒める。 

(2) 減給 労基法第９１条に定める制限の範囲内で給与を減ずる。 

(3) 停職 １日以上３月以内の出勤停止とし、その期間中の給与は支給しない。 

(4) 懲戒解雇 予告期間を設けることなく即時解雇とし、退職金は支給しない。 

２ 懲戒は、所定の手続きに従って行うものとし、その量定は「懲戒処分の指針について」

（平成１２年３月３１日人事院事務総長通知）に準じて決定するものとする。 

 

 第１２章 雑則 

 

（期間の計算） 

第６３条 第６条、第９条、第１０条、第１３条、第１４条、第１５条、第１６条、第３

１条、第４２条、第４４条及び第６２条の規定中、一定日数、月数又は年数で示されて

いるものについては、その日数、月数又は年数中に休日を含むものとする。 

 

（人事給与システムの使用の例外） 

第６３条の２ この規則において、人事給与システムにより行うものとしている手続きは、

やむを得ないものとして理事長が認めた場合には、書類の提出その他の方法により行う

ことができる。 

 

（実施規定） 

第６４条 この規則の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 機構成立の際において、現に医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構、国立医薬品

食品衛生研究所医薬品医療機器審査センター及び財団法人医療機器センターの職員と

しての身分を有し、引き続き機構の職員となった者については、これら３機関の職員で

あった期間を機構の職員であったものとみなして、この規則の規定を適用する。 

３ 次の表の左欄に掲げる期間における継続雇用に関する第１３条の２の規定の適用につ

いては、同条中「６５歳」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日まで ６１歳

平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日まで ６２歳



平成３１年４月１日から平成３４年３月３１日まで ６３歳

平成３４年４月１日から平成３７年３月３１日まで ６４歳

４ 前項の規定により継続雇用された者が、その期間終了後に引き続き雇用を希望し、そ

の者が第１４条各号に規定する解雇事由のいずれにも該当しない場合には、高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律(平成２４年法律第７８号)附則第

３項に基づきなお効力を有するとされる改正前の高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律第９条第２項に基づく労使協定の定めるところにより、満年齢６５歳に達した日以

後における最初の３月３１日までの間継続雇用する。 

 

附 則（平成１７年３月３１日１７規程第１５号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成１７年１０月２７日１７規程第３６号） 

この規則は、平成１７年１１月１日から施行する。ただし、改正後の第３８条第２項の

規定は平成１７年１０月２７日から施行する。 

 

附 則（平成１８年３月２２日１８規程第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次の表の左欄に掲げる期間において定年に達した場合の改正後の第１３条の２の規定

の適用については、同条中「６５歳」とあるのは、同表の左欄に掲げる区分に応じそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで ６３歳 

平成１９年４月１日から平成２１年３月３１日まで ６４歳 

 

附 則（平成２０年１２月２５日２０規程第１２号） 

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。ただし、改正後の第４２条第１項第２

号の規定は、平成２１年５月２１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年３月１８日２１規程第２号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２２年３月３０日２２規程第１号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２２年６月２８日２２規程第５号） 

この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。 

 

附 則（平成２３年３月２９日２３規程第４号） 



この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２４年３月２９日２４規程第６号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２４年４月１７日２４規程第１１号） 

この規則は、平成２４年４月１７日から施行する。 

 

附 則（平成２４年５月１４日２４規程第１６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年６月１日から施行する。 

２ 施行日より前に退職した者の就職については、なお、この規則による改正前の規則第

２６条及び第５５条を適用する。 

 

附 則（平成２５年３月１４日２５規程第３号） 

１ この規程は、平成２５年３月１５日から施行する。 

２ この規程による改正後の独立行政法人医薬品医療機器総合機構職員就業規則第３１条

第２項及び第６項から第８項までの規定は、施行日以降に開始した特定傷病欠勤につい

て適用し、施行日より前に開始して施行日まで連続している特定傷病欠勤については、

なお従前の例による。 

 

附 則（平成２５年３月２８日２５規程第５号） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

  

附 則（平成２５年１２月２４日２５規程第２５号） 

この規程は、平成２６年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月２０日２６規程第４号） 

この規程は、平成２６年３月２０日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月２０日２６規程第６号） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年１１月１９日２６規程第２３号） 

 この規程は、平成２６年１１月２５日から施行する。 

 

附 則（平成２６年１２月２６日２６規程第２６号） 

この規程は、平成２７年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２７年６月２９日２７規程第１２号） 

 この規程は、平成２７年７月１日から施行する。 



 

附 則（平成２７年７月２８日２７規程第１５号） 

 この規程は、平成２７年７月２８日から施行する。 

 

附 則（平成２８年３月３０日２８規程第５号） 

（施行期日） 

第１条 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

（無期事務補助員の定年の特例措置） 

第２条 平成２８年４月１日より前から継続して雇用されている有期事務補助員で満年齢

６０歳に達した日以降における最初の４月１日以降に無期労働契約への雇用に転換し

た者については、第２条の規定による改正後の独立行政法人医薬品医療機器総合機構事

務補助員就業規則第２条第１項第４号において準用する職員就業規則第１３条第４項

の規定にかかわらず、定年を満年齢６５歳とする。 

（平成２８年度の事務補助員の給与に係る特例） 

第３条 平成２８年度の事務補助員の給与については、第２条の規定による改正後の独立

行政法人医薬品医療機器総合機構事務補助員就業規則第８条の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

２ 平成２８年度の事務補助員の期末手当及び勤勉手当については、勤務期間等に応じ、

一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。次条において「一般職給

与法」という。）に規定する国家公務員に係る期末手当及び勤勉手当の規定を準用して

支給する。ただし、期間率については、職員給与規程（平成１６年規程第４号）第２５

条第２項の規定を準用する。 

３ 前項の場合において、平成２８年６月の期末手当の額は期末手当基礎額（基本給に２

１を乗じて得た額をいう。）に１００分の１２２.５を、平成２８年１２月の期末手当の

額は期末手当基礎額に１００分の１３７.５を、勤勉手当の額は勤勉手当基礎額（基本

給に２１を乗じて得た額をいう。）に１００分の７５を乗じて得た額とする。 

 （無期嘱託の定年の特例） 

第４条 平成２８年４月１日より前から継続して雇用されている有期嘱託で満年齢６０歳

に達した日以降における最初の４月１日以降に無期労働契約への雇用に転換した者に

ついては、第３条の規定による改正後の独立行政法人医薬品医療機器総合機構嘱託等就

業規則第４条の４の規定にかかわらず、定年を満年齢７０歳とする。 

（平成２８年度の嘱託等の給与に係る特例） 

第５条 平成２８年度の嘱託等の給与については、第３条の規定による改正後の独立行政

法人医薬品医療機器総合機構嘱託等就業規則第１１条の規定にかかわらず、なお従前の

例による。 

２ 平成２８年度の嘱託等の期末手当及び勤勉手当については、勤務期間等に応じ、一般

職給与法に規定する国家公務員に係る期末手当及び勤勉手当の規定を準用して支給す

る。ただし、期間率については、職員給与規程第２５条第２項の規定を準用する。 

３ 前項の場合において、平成２８年６月の期末手当の額は期末手当基礎額に１００分の

１２２.５を、平成２８年１２月の期末手当の額は期末手当基礎額に１００分の１３７.

５を、勤勉手当の額は勤勉手当基礎額に１００分の７５を乗じて得た額とする。 



 

附 則（平成２８年６月２４日２８規程第１６号） 

 この規程は、平成２８年７月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年１２月１４日２８規程第２２号） 

 この規程は、平成２９年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年２月２０日２９規程第３号） 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 



別表 

親族 日数 

配偶者 ７日 

父母 

子 ７日 

祖父母 ３日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承

継を受ける場合にあっては、７日） 

孫 ３日 

兄弟姉妹 ３日 

おじ又はおば １日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等の承

継を受ける場合にあっては、７日） 

父母の配偶者又は配偶者の父母 ３日（職員と生計を一にしていた場合にあっ

ては、７日） 

子の配偶者又は配偶者の子 １日（職員と生計を一にしていた場合にあっ

ては、５日） 

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 １日（職員と生計を一にしていた場合にあっ

ては、３日） 

兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹

おじ又はおばの配偶者 １日 

 

 


